
［標準様式例７-３］

業 務 の 名 称 平成２０年度大規模物件等用地補償総合技術業務

○業務の目的

○業務内容
①打合せ協議　　　　　　　　　　　　　　　　　１業務
②現地踏査　　　　　　　　　　　　　　　　　　１業務
③概況ヒアリング等（Ｂ－イ）　　　　　　１３２権利者
④概況ヒアリング等（Ａ）　　　　　　　　　　１権利者
⑤公共用地交渉用資料の作成等（Ｂ－イ）　１３２権利者
⑥公共用地交渉用資料の作成等（Ａ）　　　　　１権利者
⑦公共用地交渉（Ｂ－イ）　　　　　　　　１３２権利者
⑧公共用地交渉（Ａ）　　　　　　　　　　　　１権利者
⑨移転履行状況等の確認（Ｂ－イ）　　　　１３２権利者
⑩移転履行状況等の確認（Ａ）　　　　　　　　１権利者

契 約 担 当 官 等 の 氏 名 並
び に そ の 所 属 す る 部 局
の 名 称 及 び 所 在 地

分任支出負担行為担当官関東地方整備局長北首都国道事務所長
瀬尾俊男
埼玉県草加市花栗町３－２４－１５

契 約 年 月 日 平成20年8月25日

契 約 業 者 名 （財）公共用地補償機構

契 約 業 者 の 住 所 東京都千代田区麹町４－３－３

契 約 金 額 ３６，７５０，０００円（税込み）

予 定 価 格 ３７，４０１，０００円（税込み）

随意契約によることとした
理 由

　本業務を遂行するためには、高度な技術や知識を必要とする
ことから、業務の実施方針、工程計画、業務実施体制、特定
テーマに対する技術提案（専門技術力、守秘性・中立性・公平
性）などを含めた技術提案を求め、公平性、透明性及び客観性
が確保される簡易公募型プロポーザル方式により選定を行っ
た。上記業者は、技術提案書において総合的に優れた提案を
行った業者であり、上記業者と契約を締結するものである。

業 務 場 所 埼玉県幸手市大字上高野地先

業 種 区 分 補償コンサルタント業務

履 行 期 間 （ 自 ） 平成20年8月26日

履 行 期 間 （ 至 ） 平成21年3月30日

備 考

入札情報サービス（PPI)（http://www.I-
ppi.jp/Search/Web/Gyomu/Keika/Search.aspx)にアクセスし、
発注機関及び業務名を入力して検索することにより、契約過程
に関する情報を閲覧可能である。

備考

随意契約結果及び契約の内容

公表対象随意契約が単価契約である場合には、契約金額欄に契約単価を記載するとともに、備考欄に単価契約で
ある旨及び契約単価に予定調達数量を乗じた額を記載する。

業務概要

　本業務は、一般国道埼玉４６８号新設事業に必要な土地等の
取得等及びこれに伴う損失の補償等に関する業務のうち、大規
模物件等の公共用地交渉等及びこれに関連する業務を総合的に
行うものである。


